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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

1,925 543 421 266

執行額 284 284 精査中

執行率 15% 52% －

（事業の概要）

（論点）

・テレワークの導入・普及促進という政策目的の達成手段として、人材確保等支援助成金（テレ
ワークコース）の助成内容や助成要件、助成額等が適正なものとなっているか。
・予算規模は適切か。
・本事業の効果を検証するため、アウトカム指標として、どのような成果目標を設定するべきか。

論点等説明シート

労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策の推
進（テレワーク普及促進等対策）

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

適正な労務管理下における良質なテレワークの普及を図るため、以下の事業を実施。
・企業向けにテレワーク時の労務管理等のポイントなどを紹介するセミナーやテレワークによっ
てワーク・ライフ・バランスを実現する先進企業等の表彰の実施
・テレワークに関する企業等からの相談対応及びコンサルティング等の実施
・中小企業事業主に対するテレワーク導入経費等の助成

予算事業ＩＤ 2563
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

80 80 103 103

執行額 72 73 76

執行率 90% 91% 74%

（事業の概要）

（論点）

・医療費適正化の取組や保険者等における予防・健康づくりの取組による本事業の活用　状況・
効果を検証するとともに、保険者協議会に求められる役割を適切に発揮するために、当該事業を
より効果的・効率的に活用できる手段・手法がないか検討する必要があるのではないか。
・ 現行の成果指標である「保険者協議会を開催した都道府県保険者協議会の箇所数」は例年達
成されているが、本事業の効果を測定する上で適切な指標となっているか、検証する必要がある
のではないか。
（参考）現行の成果指標

論点等説明シート

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金
（医療費適正化対策推進関係事業・保険者協議会事業）

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

都道府県単位で各医療保険者等のデータヘルス事業や、都道府県内の医療費分析等の事業
等、保険者横断的に住民の予防・健康づくりと医療費適正化の効果的な取組を推進するために
保険者協議会が行う特定健康診査等の実施や高齢者医療制度の運営等における関係者間の連
絡調整、医療費の調査分析等に要する経費の一部について補助するための事業である。

予算事業ＩＤ 0210860
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

547 547 547 547

執行額 399 401 460

執行率 73% 73% 84%

（事業の概要）

（論点）

注）令和５年度の執行率については、レビューシートでは事業間流用をした146百万円を除いた予算
額を元にしているため、執行率が100％となっているが、上記金額も含めた対令和５年度当初予算額
の執行率は73％となっている。

・本事業④及び⑤への取組状況について、⑤の2024年度目標は達成したものの、依然として低調で
あることから、地域の実情に応じた事業内容となっているか等を点検し、他の認知症施策における取
組との関係も踏まえながら改善すべき点がないか検討する必要があるのではないか。
・認知症施策推進基本計画における重点目標を踏まえながら、本事業のそれぞれの取組によって得
られる効果を整理し、事業改善につながるようなアウトカム設定を検討する必要があるのではない
か。

※参考：現時点での成果指標

論点等説明シート

認知症総合戦略推進事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

　共生社会の実現を推進するための認知症基本法及び令和6年12月に閣議決定した認知症施策推
進基本計画に基づき、認知症の人やその家族等への支援を推進する事業として、下記事業を実施す
る。
①先駆的な取組の共有や、広域での連携体制の構築
②認知症の人や家族が気軽に相談できる体制の構築、認知症の理解の促進構築
③若年性認知症の人の状態やライフステージに応じた適切な支援
④認知症本人のピアサポート活動の促進
⑤認知症伴走型支援拠点（認知症の人とその家族に対する専門的な相談・助言等を日常的かつ継
続的に行う）の整備の推進
※①～④は都道府県又は指定都市において実施、⑤は市町村において実施

予算事業ＩＤ ００６９２７
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

806 839 810 810

執行額 582 631 精査中

執行率 72% 75% －

（事業の概要）

（論点）

・改正難病法により、難病患者の地域における支援体制の強化が求められている中、適切な取組
がなされているか検証すべきである。（改正難病法関係条文施行時期：令和５年10月）
・本事業の活動実績及び事業効果を検証可能とするためのアウトプット及びアウトカムへの見直し
を検討すべきである。

【参考】現在の成果指標等（レビューシートより抜粋）

論点等説明シート

療養生活環境整備事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

 日常生活における相談・支援、地域交流活動の促進及び就労支援などを行う拠点施設として、難
病相談支援センターを設置し、難病の患者等の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を
図るとともに、難病の患者等のもつ様々なニーズに対応したきめ細やかな相談や支援を通じて、地
域における支援対策を推進する。その他、難病の患者に対する医療等に係る人材育成、在宅療養
患者に対する訪問看護、指定難病の患者に対し指定難病にかかっている事実等を証明する事業を
行うことにより、難病の患者の療養生活の質の維持向上を図る。

予算事業ＩＤ ００２１６３
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

386 216 172 158

執行額 129 131 精査中

執行率 33% 61% －

（事業の概要）

（論点）

・本助成金の目的は受動喫煙防止対策の円滑な促進を図ることであるところ、現在の長期アウトカ
ムの設定は適切なものとなっているか。
・政策目的の達成手段として、助成内容や助成要件、助成額等が適正なものとなっているか。

論点等説明シート

受動喫煙防止対策助成金等

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

既存特定飲食提供施設を営む中小企業事業主が受動喫煙防止対策として行う喫煙室の設置等を
実施するために必要な経費について助成する。また、事業者から提出される助成金計画認定等の
審査や実地調査等の関連業務を行う。

予算事業ＩＤ 2419
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

1,276 1,299 1,460 905

執行額 860 907 861

執行率 67% 70% 59%

（事業の概要）

（論点）

注）令和４年度の執行率については、令和４年度補正予算で措置した387百万円を令和５年度に繰り越して
執行しているため、対令和４年度当初予算額の執行率は99％となっている。
　　令和５年度の執行率については、令和５年度補正予算で措置した392百万円を令和６年度に繰り越して
執行しているため、対令和５年度当初予算額の執行率は100％となっている。
　　令和６年度の執行率については、令和６年度補正予算で措置した58百万円を令和７年度に繰り越して執
行しているため、対令和６年度当初予算額の執行率は98％となっている。

・本事業の効果をより的確に把握し事業改善につなげるため、個別の事業ごとに活動目標を設定し、長期
アウトカムへつながるロジックモデルを検討する必要があるのではないか。
・更にそれらの成果実績を分析し、事業が効果的に実施されているか検証する必要があるのではないか。
・また、新たにCARISOを立ち上げ、介護分野におけるスタートアップ支援を推進していくとしているところ、今
後の効果的な事業実施につなげるため、新たに活動目標や成果目標を設定することを検討する必要があ
るのではないか。

※参考：R6レビューシートにおける成果指標

論点等説明シート

介護テクノロジー開発等加速化事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

　介護現場におけるテクノロジーへの理解を促進し、開発企業が介護テクノロジー市場に参入しやすい環境
を整備するため、
①これまで実施してきた開発・実証・普及広報のプラットフォームを発展的に見直し、令和７年度に立ち上げ
るCARISO（CARe Innovation Support Office）による、スタートアップ支援を専門的に行う窓口設置、研究開
発から上市に至るまでの各段階で生じた課題等に対する総合的な支援
②介護現場におけるテクノロジーの導入等による生産性向上の観点から、効果に関する更なるエビデンス
データの収集・蓄積を図ることを目的とした実証
③介護ロボット等に係る生産性向上の取組の情報発信等
等を実施する。

予算事業ＩＤ ０１９６９９
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

51 3,699 5,001 2,506

執行額 40 96 2,300

執行率 78% 3% 46%

（事業の概要）

（論点）

注）令和５年度の執行率については、令和５年度補正予算で措置した3,597百万円を令和６年度に繰り越して執行して
いるため、対令和５年度当初予算の執行率は94％となっている。
　また、令和６年度の執行率については、令和６年度補正予算で措置した1,303百万円を令和７年度に繰り越して執行
しているため、令和６年度当初予算と前年度からの繰越し分の執行率は62％となっている。

・サイバーセキュリティインシデントが増加している昨今の事情を踏まえ、医療機関のサイバーセキュリティ対策をより
一層充実していくための効果の検証及び成果をより適切に評価することができるアウトカム(※）を検討する必要がある
のではないか。

（※）現行のアウトカム
（医療分野におけるサイバーセキュリティ対策調査事業）
医療機関向けにサイバーセキュリティ対策を徹底するための研修を行い、前年と同水準の研修受講者を確保する。

（医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業）
実際に防止したサイバー攻撃の件数を把握することは困難であるため、定量的なアウトカムを設定できていない。

【参考】令和６年度行政事業レビューシートより

論点等説明シート

医療情報セキュリティ等対策経費

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

・医療分野におけるサイバーセキュリティ対策調査事業
　医療機関のセキュリティ対策は、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に基づき、各医療機関が自主
的に取組を進めてきているところである。昨今、国内の医療機関を標的としたランサムウェアによるサイバー攻撃被害
が増加（ランサムウェアにより、長期にわたり診療が停止した複数の事例が発生）したことから、医療機関のサイバーセ
キュリティ対策の徹底を図る。

・医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業
　医療機関におけるサイバーセキュリティの更なる確保のため、外部ネットワークとの接続の安全性の検証・検査や、
オフライン・バックアップ体制の整備等を実施する。

予算事業ＩＤ ００２０５９
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

202 202 259 259

執行額 77 113 110

執行率 38% 56% 42%

（事業の概要）

（論点）

・現行の成果指標である「研修修了者数」は、今後海外で新たな国際感染症発生時に備えて、国際感
染症危機管理に対応できる人材確保の実績を測りうる指標ではあるものの、本事業の目的である「国
内の感染症インテリジェンス情報収集体制の強化が適切に行われたのか」を測る適切な指標となって
いるか、検証する必要があるのではないか。
・検証にあたっては、「平時」と「国際的に脅威となる感染症発生時」の両面から指標を設定する必要
があるのではないか。

【参考】現在の成果指標等（レビューシートより抜粋）

論点等説明シート

国際感染症危機管理対応人材育成・派遣事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことを踏まえ、次なる感染症に備えた体制整備の観点か
ら、国際的に脅威となる感染症に対するインテリジェンス（意思決定のために情報を分析して得られる
知見）の情報収集体制の強化や専門人材の育成、国内における感染症発生時や平時の感染症対策
支援サービス（IRS）の実施、国際派遣機能の強化等を図る。

予算事業ＩＤ ００３０７０
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

476 608 642 442

執行額 33 46 精査中

執行率 7% 8% －

（事業の概要）

（論点）

・執行率が低調となっている要因を分析の上、研修等を通じたIHEATの体制強化の重要性が増して
いる中、今後の健康危機発生時に備えるべく活用実績の向上に向けて、より効果的・効率的な手法
がないか検討すべきである。

論点等説明シート

地域健康危機管理対策事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

 以下の事業により、保健所及び地方衛生研究所等を中核とする健康危機管理体制の構築を支
援する。

①地域健康危機管理体制推進事業
・DHEAT養成研修に職員を参加させ、各地方公共団体におけるDHEAT構成員の養成、研修等
人材の養成を行う。
・都道府県等における災害時の保健医療活動に係る体制の整備を平時から構築するととも
に、本庁、保健所又は市町村等と支援・受援体制の構築のための共同研修や訓練を行う。
・新型コロナウイルス感染症等の新興・再興感染症の拡大時における対応人材の養成研修に
職員等を参加させ、保健所における積極的疫学調査等を担うことのできる人材の養成等を行
う。
・「IHEAT運用要領」に基づき、潜在保健師等の派遣の仕組みであるIHEATの名簿の管理や、
名簿登録者に対して積極的疫学調査を中心とした保健所業務に関する研修等を行う。
・地方衛生研究所等において、新型コロナウイルス感染症等の新興・再興感染症流行時の検
査体制を強化するため、体制の構築や検査実施等に関する研修を実施する。
・保健所において、新型コロナウイルス感染症等の新興・再興感染症流行時の対応体制を強
化するため、体制の構築や感染症対応業務に関する実践型訓練を実施する。

②地域健康危機管理対策特別事業
・健康危機事例が発生した際に、保健所等において緊急的に実施する健康相談など、健康危
機事例に応じた地域保健活動に関する事業を行う。

予算事業ＩＤ ００２３５２
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

0 111 105 113

執行額 0 111 105

執行率 - 100% 100%

（事業の概要）

（論点）

「厚生労働省国際保健ビジョン」において、GDFについても費用支出が厚生労働省の拠出目的に沿っ
て適切になされているかどうかをチェックすることとしている。現在のアウトカムに関する指標につい
て、WHOが提唱する目標を掲げているところであるが、日本への裨益という観点からも現在のアウト
カムが適切な評価指標となっているか検証する必要がある。

※参考：Ｒ６レビューシートにおける成果指標

論点等説明シート

経済協力開発機構等拠出金事業（世界抗結核薬基金（GDF））

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

世界抗結核薬基金（ＧＤＦ）への拠出を通じて、貧困国や感染地域等で使用するために日本製の結
核診断機器や結核治療薬の購入・提供を行い、世界の結核対策に日本の抗結核技術が貢献するよ
うにする。

※参考
結核は、2023年に世界中で推定1,080万人が発症し、推定125万人が亡くなっている感染症であり、と
くに最近は「HIV感染合併結核」や「多剤耐性結核」などの問題が浮上しているところ。「持続可能な開
発目標」（SDGs）にて「2030年までに、結核を事実終息させる」ことが掲げられている。

また、薬剤耐性（ＡＭＲ）が世界的に増加する中、「多剤耐性結核」は、ＡＭＲによる死亡者の主要な
死因の一つ。多剤耐性結核は、２０１７年のベルリンＧ２０保健大臣会合においてＡＭＲ問題の主要な
脅威の一つであることが認識されて以来、ＡＭＲ問題の中核として扱われている。

予算事業ＩＤ ００６９５７
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

3,628 997 997 563

執行額 2,136 695 精査中

執行率 59% 70% －

（事業の概要）

（論点）

ニーズを踏まえた適切な内容となっているか。事業の成果を測る上で適切な指標になっている
か。

論点等説明シート

中高年世代活躍応援プロジェクト

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

　地方自治体・国と民間団体が一体となって中高年世代の方々の安定就労の実現を支援する
ため、都道府県毎に関係者による協議会を設置した上で、民間の創意工夫を生かし、地域の
実情・課題に即した中高年世代向け就労支援施策（支援対象者の雇用支援に資する企業説明
会・就職面接会の開催、能力開発施設や支援機関、積極採用企業等への見学ツアーの実施
等）を実施するとともに、各種支援策について国が広報事業を実施する。

予算事業ＩＤ 2645
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

2,731 2,763 2,843 2,905

執行額 2,605 2,640 精査中

執行率 95% 96% －

（事業の概要）

（論点）

・全国300箇所のハローワークに当該窓口を設置している一方で、事業実施のための専門的支援チーム
を構成する職業相談員、求人者支援員及び就労・生活支援アドバイザーは、
　職業相談員：280人
　求人者支援員：178人
　就労・生活支援アドバイザー：181人（いずれも令和７年度配置数）
と、300箇所にそれぞれ1人ずつ配置できる状況となっておらず、当該事業の特色である「チーム支援」の
実施によって期待される効果を十分に発揮できていないのではないか。

・現在の成果目標は例年達成されているが、一般的な職業相談や職業紹介のみならず、専門的チーム
による「チーム支援」を実施するという事業目的の達成状況を評価する適切な指標になっているか。
本事業の効果を検証するため、アウトカム指標として、例えば、当該事業における支援内容の１つとして
「就労後のフォローアップの実施」があるのであれば、「○ヶ月後の定着率」のような、より適切な成果目
標を設定すべきではないか。

※現行の成果指標
（アクティビィティ１）
本事業の支援を受けた65歳以上の求職者の就職率
（アクティビィティ２）
本事業の支援を受けた概ね60～64歳の求職者の就職率

論点等説明シート

生涯現役支援窓口事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

全国の主要なハローワーク（300箇所）に、高年齢者等への支援に特化した生涯現役支援窓口を展開す
る事業である。
事業実施にあたっては、事業担当責任者、職業相談員、求人者支援員及び就労・生活支援アドバイザー
等から構成される支援チームをハローワーク内で結成し、高年齢者一人ひとりの就労経験や就労ニーズ
等を踏まえ、就労の機会の提供のみならず、職業生活の再設計に係る支援等、総合的支援を実施する。

予算事業ＩＤ ００２５９６
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

10,497 10,994 9,601 10,180

執行額 6,546 6,282 精査中

執行率 62% 57% －

（事業の概要）

（論点）

・本事業に関連するKPI（政府目標）が設定されているところ、現在の長期アウトカムの設定は適切
なものとなっているか。
・時間外労働の削減や年次有給休暇の取得促進といった政策目的の達成手段として、助成内容や
助成要件、助成額等が適正なものとなっているか。

論点等説明シート

労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策推進事
業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

各コースに定められた労働時間等の設定改善のための目標達成に必要な取組を行った中小企業
事業主等への助成を行う。

　・業種別課題対応コース＝令和６年４月から時間外労働の上限規制が適用されている業種等に
おける時間外労働の削減、週休２日制の推進、勤務間インターバル制度の導入や医師の働き方改
革推進に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主に助成
・労働時間短縮・年休促進支援コース＝労働時間の短縮や、年次有給休暇の取得促進に向けた環
境整備に取り組む中小企業事業主に助成
・勤務間インターバル導入コース＝勤務間インターバルを導入する中小企業事業主に助成
・団体推進コース＝傘下企業の生産性の向上に向けた取組を行う事業主団体に助成

予算事業ＩＤ 2505
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

157 165 1,509 1,477

執行額 134 102 精査中

執行率 86% 62% －

（事業の概要）

（論点）

・現行のアウトカム指標である「献血により確保された血液の量」は達成されている年度が多く、
現在は確保すべき血液の量は問題ないものの、献血者の多くが40～50代で占められていること
から、今後、献血により確保される血液の量の減少が危惧されているために若年層を中心とした
啓発事業を実施しているところ、これらの啓発事業の効果を測定する指標として十分なのか、検
証する必要があるのではないか。
・若年層の献血者数の増加に向けた事業について、これまで実施している事業を踏まえて更に効
果的な事業が考えられないか、検討する必要があるのではないか。

(参考：R６レビューシートにおける主な成果指標)

論点等説明シート

血液安全・安定供給等推進事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

献血によって得られた血液を原料とする血液製剤の国内自給の確保等のため、以下の事業を実
施する。
　１．血液製剤の安全性向上を図るための新興感染症など新たなリスクに対する血液のスクリー
ニング手法の確立等
　２．将来にわたる献血血液の安定供給のため、若年層を対象とした啓発資材の作成や広報キャ
ンペーンの展開、全国大会の開催などの献血の普及啓発
　３．血漿分画製剤の国内自給体制の整備を図るため、我が国における製造・供給体制の検討
等
　４．全国の医療機関における血液製剤の使用実態や適正使用に向けた体制の整備状況の調
査。

（※）令和６年度補正予算（第１号）において、血漿分画製剤の国内自給率の維持のため、国内事
業者に対して製造能力の維持、増産に必要な費用の補助に必要な経費として13億円を計上。

予算事業ＩＤ ００２２４９
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

646 1,157 1,330 749

執行額 430 567 671

執行率 67% 49% 50%

（事業の概要）

（論点）

注）令和４年度の執行率については、令和４年度補正予算で措置した188百万円を令和５年度に繰り越して
執行しているため、令和４年度当初予算と前年度からの繰越し分の執行率は94％となっている。
　令和５年度の執行率については、令和５年度補正予算で措置した583百万円を令和６年度に繰り越して執
行しているため、令和５年度当初予算と前年度からの繰越し分の執行率は99％となっている。
　令和６年度の執行率については、令和６年度補正予算で措置した351百万円を令和７年度に繰り越して執
行しているため、令和６年度当初予算と前年度からの繰越し分の執行率は69％となっている。

・福祉人材の不足が見込まれる中で、適切に養成等が行われているか検証する必要があるのでは
ないか。

・本事業の効果を判断するため、現在の成果目標が適切であるか検証する必要があるのではない
か。
　　※参考：Ｒ６レビューシートにおける成果指標

論点等説明シート

社会事業大学経営等委託費

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

学校法人日本社会事業大学において実施する、今後、社会福祉事業に従事する者及び現に社会
福祉事業に従事している者に対する養成・研修、社会福祉施設や都道府県、市町村等の職員とな
る指導的社会福祉事業従事者（社会福祉のリーダー）や、社会福祉教育・研究を担う者の養成等
に対し補助する。

予算事業ＩＤ ２７４５
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

2,652 2,960 3,348 2,889

執行額 2,590 2,490 3,085

執行率 98% 84% 92%

（事業の概要）

（論点）

・事業全体の成果を適切に検証できるよう各事業の実態を踏まえ、必要な成果目標
を設定すべきではないか。
※成果目標未設定事業
　・こころの健康づくり対策事業
　・認知行動療法研修事業
　・てんかん地域診療連携体制整備事業
　・摂食障害治療支援センター設置運営事業

・本事業の効果を判断するため、現在の成果目標が適切であるか検証する必要があ
るのではないか。
※参考：Ｒ６レビューシートにおける成果指標
　・精神課救急医療体制整備事業

  ・自殺未遂者支援拠点医療機関整備事業

論点等説明シート

精神障害者保健福祉対策

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

緊急な医療を要する精神障害者等が迅速かつ適切な医療を受けられるようにするた
め、
Ａ．都道府県又は指定都市が行う精神保健福祉法に基づく精神科救急医療体制の
整備
Ｂ．自殺未遂者等支援拠点医療機関整備事業、PTSD、思春期児童等に対応する業
務従事者や精神医療従事者等に対する研修事業の実施
C．精神保健福祉センターが行う特定相談事業等の実施
等を通じて、精神障害者の保健福祉の向上を図る。

予算事業ＩＤ ２７９１
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・事業全体の成果を適切に検証できるよう各事業の実態を踏まえ、必要な成果目標
を設定すべきではないか。
※成果目標未設定事業
　・こころの健康づくり対策事業
　・認知行動療法研修事業
　・てんかん地域診療連携体制整備事業
　・摂食障害治療支援センター設置運営事業

・本事業の効果を判断するため、現在の成果目標が適切であるか検証する必要があ
るのではないか。
※参考：Ｒ６レビューシートにおける成果指標
　・精神課救急医療体制整備事業

  ・自殺未遂者支援拠点医療機関整備事業
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

380 243 243 359

執行額 369 212 237

執行率 97% 87% 98%

（事業の概要）

（論点）

　政策目的を達成するための各種補助制度や民間団体等が実施する実態把握等との役割分
担を踏まえ、より効果的な事業の実施方法について検討を行う必要があるのではないか。

論点等説明シート

障害者総合福祉推進事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

障害者総合支援法等を踏まえ、障害保健福祉施策全般にわたり引き続き解決すべき課題や
新たに生じた課題について、エビデンスに基づいた施策の推進に資するよう、現地調査等に
よる実態把握や試行的取組等を通じた提言を得ることを目的とする事業に対して所要の助成
を行う。

予算事業ＩＤ ２８０５
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事業名

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

補正後予算額
（前年度からの繰越等を含む）

423 416 409 395

執行額 400 407 精査中

執行率 95% 98% －

（事業の概要）

（論点）

・高齢化により外出が困難な中国残留邦人等も今後増加することが見込まれるなか、ニーズを適切
に把握した上で、支援・相談員の今後の役割について改善すべき点がないか検討する必要がある
のではないか。

・現在のアウトカムは支援・相談員の業務件数を設定しているが、活動指標に近い成果指標である
ため、支援・相談員の活動によって得られた効果を検証できるようなアウトカムを検討する必要があ
るのではないか。

※参考：Ｒ６レビューシートにおける成果指標

論点等説明シート

中国残留邦人等に対する支援給付事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

　中国残留邦人等への支援給付等の円滑な実施のため、中国残留邦人等の置かれている特別の
事情に配慮するべく、中国残留邦人等に理解が深く、中国残留邦人等の言葉である中国語又はロ
シア語が堪能な支援・相談員を支援給付実施機関（福祉事務所等）に配置し、支援給付等に関する
事務を行う職員の補助業務や、家庭訪問を通じて中国残留邦人等の日常生活上抱えている問題
点を把握し、最も適した支援の助言や日常生活上の相談等を行う。

予算事業ＩＤ ００２７６９

- 19-




